
事業開始 事業完了

1
GIGAスクール家庭学習促

進事業

令和２年に整備したタブレット端末を家庭へ持ち帰った際に必

要な充電装置の購入。
家庭用充電器　5,100台 17,513 15,762 R3.4 R4.3

タブレット端末を家庭学習の為に持ち帰った際、充電の不安な

く使用できるようになり、家庭学習の促進に繋がった。
学校教育課

2
小中学校

校内消毒作業費

市内小中学校に、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための

教室・廊下等の消毒作業の委託及び教室の机・椅子・トイレ扉

等の抗ウイルス剤塗布業務。

市内小中学校７校の教室、廊下等の消毒

市内小中学校７校の教室の机、椅子等の抗ウイルス剤塗布
19,800 17,820 R3.5 R4.3

学校における感染症対策として消毒や抗ウイルス剤塗布するこ

とで、児童生徒が安心して学ぶことができる環境整備を行っ

た。

教育総務課

3 セミセルフレジ導入事業
感染症の予防・拡大防止に伴い、来庁者と職員の接触機会を低

減するため、対面型のセミセルフレジスターを導入。

対面型セミセルフレジスター　２台

（市民課・税務課）
2,039 1,835 R3.6 R3.12

証明手数料・市税等の現金の受け渡しにおいて、セミセルフレ

ジを活用することで、来庁者と職員との接触機会を低減し、新

型コロナウイルス感染症の感染防止に寄与した。

総務課

4 ウェブ会議環境拡充事業

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い急速に利用が増加してい

るウェブ会議に対応し、利用を促進するため、庁舎内及び出先

機関の保育園において、無線LAN環境を整備するもの。

庁舎内及び市立保育園５園における無線LAN環境を整備した。 12,986 11,687 R3.8 R4.3

１日当たり２件～５件のウェブ会議がほぼ毎日開催されてお

り、対面機会の低減による新型コロナウイルス感染症の感染予

防に加え、移動時間及び移動コストの削減による業務の効率化

に寄与した。

企画課

5
敬老お祝い

テイクアウト事業

高齢者においても新しい生活様式の定着を図り、また地域経済

への消費を喚起し市内飲食店を支援するため、敬老お祝い品と

して75歳以上の高齢者に対し、市内の協力事業者においてテイ

クアウト商品と引き換えることができる1,000円分（500円×２

枚）のテイクアウト券を配布。

市内に飲食店を経営する事業所（18店）に対し、合計3,864千

円の委託料を支給した。
4,532 4,079 R3.6 R3.12

高齢者においても感染拡大防止のための新しい生活様式への移

行や定着を図るとともに、地域経済への支援を行った。
介護長寿課

6
新生児用品

購入支援事業

令和３年４月２日から令和４年３月31日生まれで出生により市

内に住民登録をした新生児の保護者に対し、紙おむつなどの新

生児用品を購入する際に利用できる助成券(一人あたり6,000円)

を配布。

配布数　546冊 2,715 2,443 R3.6 R4.3

コロナ禍に産み控えが言われる中、前年（令和２年度557人）

よりも出生数（令和３年度583人）を上回ることができた。指

定事業者に対するアンケートでも、概ね店舗の売上に貢献して

いる思うと回答を得た。

子育て支援課

7 新生児臨時特別給付金

新型コロナウイルス感染症による経済対策として実施された国

の特別定額給付金の給付対象とならなかった令和２年４月28日

から令和３年４月１日までに生まれた新生児をもつ子育て世帯

の生活を支援するため、対象を拡大して給付を行うもの。

■支給対象者／対象児童を養育する保護者で、令和2年4月28日

時点に父又は母が本市に住民登録があること

■支給対象児童／令和2年4月28日から令和3年4月1日までに出

生し、最初の住民登録地が本市の新生児

■支給額／児童一人当たり10万円

支給対象者　15名

支給対象児童　15名
1,500 1,350 R3.4 R3.6

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、国の特別

定額給付金の対象とならなかった令和2年4月28日以降の新生児

をもつ子育て世帯についても等しく生活支援することができ

た。

子育て支援課

8

新型コロナウイルス感染

症対策特殊勤務手当負担

金

公立松任石川中央病院及び公立つるぎ病院において、新型コロ

ナウイルス感染症の診療治療などに従事する職員に対して支給

する特殊勤務手当を負担するもの。

延べ　16,856名　63,470千円支給

うち負担率19.43％　11,982千円を負担　（４月～12月分の２

病院分　１月～２月分は１病院の一部を負担）

11,982 10,784 R3.4 R4.3
コロナ禍における医療提供体制の確保に寄与することができ

た。
健康推進課
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9
プレミアム付き商品券等

発行事業補助金

市商工会がプレミアム付き商品券（10,000円で13,000円の商品

券）を発行することにより、新型コロナウイルス感染症の影響

が長期化する中において、市内の消費を喚起、下支えすること

により、飲食業をはじめとした事業者（商工会加入店）の経営

と市民の生活を経済的に支援し、もって地域経済の早期回復と

地域の活性化を図る。市は、市商工会が実施するプレミアム付

商品券発行事業に要する経費を補助する。

販売実績　29,988冊

参加店舗数　265店舗

市補助金交付額　99,168千円

99,168 91,110 R3.6 R4.2

準備した商品券がほぼ完売となったことや、販売商品券の使用

率も99%と高水準であったことから、コロナ禍における市内で

の消費喚起及び経済の活性化に寄与することができた。

産業振興課

10
公共施設における自動水

栓化等感染症対策

多くの市民が使用する公共施設のトイレの手洗い等を手動式か

ら自動水栓式とし、人と人との接触機会を減らすことで感染拡

大防止を図る。

・老人福祉センター椿荘（８箇所）

・子育て支援センター菅原（２箇所）

・保健センター（16箇所）

・野々市中央公園（7箇所）

・郷公民館、押野公民館（各2箇所）

・女性センター（２箇所）

・郷土資料館（２箇所）

・ふるさと歴史館（２箇所）

2,752 2,477 R3.6 R4.2

公共施設（9施設、43箇所）についてのトイレ等の手洗いを手

動式から自動水栓式に変更するなどして衛生環境を整えること

により新型コロナウイルス感染症の感染リスクの軽減が図れ

た。

介護長寿課

子育て支援課

健康推進課

都市計画課

生涯学習課

文化課

11 飲食店時短営業支援金

営業活動に大きな影響を受けながらも新型コロナウイルス感染

拡大防止のため時短営業を行っている飲食店を支援するため、

石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金支給額の1/10の

額を支援金として支給。令和３年度は、県協力金第６次分から

第８次分までについて実施。

支給件数　456件

支給実績　47,283千円
47,283 42,698 R3.9 R4.3

県の取組みをさらに推進させ、市内飲食店の事業活動の継続に

寄与することができた。
産業振興課

12
子育て世帯への

臨時特別給付金

新型コロナウイルス感染症の影響が及ぶ中、子育て世帯を支援

するために国から10万円給付金が支給されることとなった。所

得制限等により、国の給付金の支給対象とならない子育て世帯

に対し、市が同様の給付金を支給することにより、すべての子

育て世帯を等しく支援する。

■支給対象児童／平成15年４月２日～令和４年３月31日生まれ

■支給額／児童一人当たり10万円

支給対象者　444名

支給対象児童　763名
76,300 68,670 R3.12 R4.3

新型コロナウイルス感染症が長期化する中、その影響を受けな

がら子どもを養育する保護者の経済的負担を軽減し、すべての

子育て世帯に対して等しく支援することができた。

子育て支援課

13

出先機関ウェブ会議環境

拡充事業

【繰越事業】

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い急速に利用が増加してい

るウェブ会議に対応し、利用を促進するため、出先機関におい

て、無線LAN環境を整備するもの。

市保健センター、市民体育館、学校給食センター及び市立保育

園５（保育室エリア）における無線LAN環境を整備した。
9,900 6,000 R4.5 R5.3

研修会、説明会等のオンライン対応が可能となったことに加

え、来所が難しい妊産婦等とのオンライン面談の環境が整った

ことにより、対面機会の低減による新型コロナウイルス感染症

の感染予防に加え、移動時間及び移動コストの削減による業務

効率化並びに市民サービスの向上に寄与した。

企画課

14

GIGAスクール構想に向け

た端末整備事業

【繰越事業】

GIGAスクール構想により児童生徒に令和２年度３月に配布さ

れた一人一台端末について、教職員には指導者用端末の配備を

していなかったことから、新型コロナウィルス感染症による学

校休業時のオンライン学習や統合型校務支援システムとの連携

を円滑に行うために全教職員へ端末（クロムブック）を導入し

た。

導入数　335台

購入金額　8,322千円
8,322 6,000 R4.3 R5.3

全ての教職員が児童生徒と同様のOSを搭載した端末を持つこ

とで、デジタル教材の円滑な作成や共有による校務の情報化と

児童生徒の出欠や使用管理の迅速化や一元化を図ることができ

た。

学校教育課

合計 316,792 282,715


